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外国技術導入の動向分析（平成１０年度）
科学技術政策研究所
1．調査目的
本調査は、我が国における平成10年度（1998年度）の外国からの技術導入の実績をとりまとめ
るとともに、最近の技術導入の動向について分析を行っている。
（なお、本調査の対象技術には「ソフトウェア」及び「商標」も含まれている。）
2．調査概要
調査対象
1. 調査対象契約 1998年度の１年間に報告のあった外国技術導入契約
2. 調査対象総数 １，５２７件
（但し、1998年度は法令改正により、３千万円以下の契約は報告義務がない。）
調査項目
1. 導入企業について  業種、資本金規模
2. 導入技術について 技術の内容、技術分類、技術の種類、先端技術分野
3. 導入先について 導入先国・地域、資本関係
4. 契約条件 契約期間、契約形態、対価支払方法、独占権・再実施権の有無
「外国技術導入」の定義
外国との間において、工業所有権（特許・実用新案・意匠・商標）、ノウハウに関する権利の譲
渡、実施権・使用権の設定や技術指導により技術を導入した場合をさす。
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3．調査結果の概要
新規技術導入件数は、減少傾向が大きく、経済活動の停滞による影響が表れている。
米国からの導入件数は減少しているが、米国の割合は依然として高く、６割強を維持し
ている。
全体件数減少の中、「ラジオ・テレビ・音響器具」で大きく増加し、「その他電子応用装
置」、「精密機械」は横這いとなっている。
資本金100億円以上の企業の割合が増加しており、景気停滞のなか、大企業への偏重
傾向がみられる。
特許や商標を含む技術の割合が増加しており、欧米企業の工業所有権戦略に変化の
可能性がある。
ソフトウェアにおいて、独占権や再実施権を伴った導入の減少傾向が大きいが、これ
は、ソフトウェアにおいても知的所有権を重視する傾向が進展したことにより、独占権等
を伴った導入を行うことが難しくなってきたことによるものと思われる。
分析に当っての留意点
本調査は、1998年度における法令に基づいた実報告件数について、分析を行うことを
原則とする。
1998年度は法令の改正に伴い、３千万円以下の契約について報告義務がなくなり、全
体的に大きく減少している。
このため、全体の件数推移等については、1998年度の実件数に、３千万円以下の推定
件数を加えた補正値（以下、「98年度補正値」という。）を適宜用ることとする。
本資料において、98年度補正値の表示のない図表は、すべて実件数に基づくものであ
る。
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4-1. 技術導入契約件数（1）
新規の外国技術導入件数（実件数）は、1,527件で前年度と比較して43%の減少であり、法令改正の影響
が大きく出ている。
技術導入契約件数の推移（実件数）
注）特定商標とは、1994年度から1998年度にかけて、英国から導入されている繊維関係のある特定の商標にか
かる既存契約の解除に伴う新規技術導入である。
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4-2. 技術導入契約件数（2）
98年度補正値を用いて比較しても22.5%の減少であり、昨年度に引き続き減少傾向が大きく、経済活
動の停滞による影響も大きく表れている。
技術導入契約件数の推移（補正値）
注）98年度補正値の算出方法
1. 1997年度の導入件数のうち、3,000万円以下の件数比率を技術形態別に算出すると、（ソフトウェア
44.77%、ハード系技術 25.29%、商標のみ 8.88%）となっている。
2. 一方、1998年度導入件数のうち、3,000万円以下とみられる導入契約を除いた件数は、（ソフトウェア
578件、ハード系技術 571件、商標のみ 180件）であり、昨年の比率を基に技術形態別に補正すると
次のとおり、２,００８件となる。
578/(1-0.4477)+ 571/(1-0.2529)+ 180/(1-0.0888) ≒ 1,046 + 764 + 198 = 2,008
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4-3. 技術導入契約件数（3）
参考に、97年度及び98年度の導入のうち、３千万円以下を除いた実件数で比較しても、22.3%の減少
となっている。
＜参考＞ 技術導入契約件数（除、３千万円以下）
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5. 技術形態別導入件数
導入技術は、「ハード系技術」、「ソフトウェア」、「商標のみ」の３つの技術形態に分けることができる。
98年度補正値では、すべての技術形態で２割強の減少で、構成比はここ数年一定となっている。
技術形態別導入件数の推移
技術形態別導入比率の推移
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6-1. 技術分類別導入件数(1)
「電子計算機」が54.7%減と大きく減少し、585件となっている。
これは、「電子計算機」の大半を占めるソフトウェアに３千万円以下の契約が多いことによる。
「電子計算機」の98年度補正値は960件で、これと比較すると25.7%の減少で、全体よりも減少幅が大きく
なっている。
電子計算機の導入件数及び占有率の推移
電子計算機の技術形態別の推移
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6-2. 技術分類別導入件数(2)
全体的に件数が減少する中、「ラジオ・テレビ・音響器具」で大きく増加しているが、テレビ画像表示に関す
る同一技術が、15件含まれている。
「その他の電子応用装置」ではＤＶＤ等のビデオ機器技術、「精密機械」では商標が多く導入され、件数は
横這いとなっている。
技術形態別の推移
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6-3. 技術分類別導入件数(参考)
主要技術分類別導入件数の推移
技術分類別導入件数
9
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7-1. 国・地域別導入件数(1)
米国からの導入は44.2%減少し、967件となっている。
米国の98年度補正値は1,368件で、これと比較すると21.0%の減少で、全体よりも減少幅が小さくなって
いる。
国・地域別導入件数の推移
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7-2. 国・地域別導入件数(2)
導入件数は減少しているが、米国はシェア６割以上を保っている。
技術形態別にみたシェアも昨年度とほぼ同様となっている。
技術形態別国・地域別導入割合(98年度)
＜参考＞ 技術形態別国・地域別導入割合(97年度)
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7-3. 国・地域別導入件数(3)
技術導入全体と米国の推移をみると、米国の動きに応じて全体件数が増減している。
ハード系技術は1986年当時は、米国、ヨーロッパがシェアを２分していたが、1990年頃から米国にシフトし
ている。
米国からの技術導入動向
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7-4. 国・地域別導入件数(4)
主要国・地域の技術形態の推移をみると、米国、英国はソフトウェアを中心に推移している。
フランスは、ブランド製品の商標が半数を占めるが、1986年当時は、その製造技術も同時に導入されたた
め、ハード系技術が９割以上を占めていた。
主要国・地域別技術形態の推移（1）
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7-5. 国・地域別導入件数(5)
ドイツ、オランダはハード系技術を中心に推移している。
アジア諸国は、ソフトウェアが大半を占めているが、1998年度は他の国・地域に比べ大きく減少している。
主要国・地域別技術形態の推移（2）
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8. 資本金規模別導入件数
資本金10億円以上の企業におけるソフトウェアの導入は52.7%減少し、543件となっている。
上記の98年度補正値は869件で、これと比較しても24.2%の減少で、全体よりも減少幅が大きい。
全体の資本金別導入割合では、100億円以上の企業の割合が増加しており、景気停滞のなか、大企業
への偏重傾向がみられる。
資本金別技術導入の推移
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9. 導入技術の種類
特許や商標を含む技術は、件数は減少しているが、割合は大きく増加している。
特許の98年度補正値は、639件、31.8%で、補正値でみても割合の増加が大きい。
反面、ノウハウを含む技術は、件数、割合とも減少しており、工業所有権戦略に変化の可能性がある。
導入技術の種類別件数の推移
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10. 対価の支払条件
ソフトウェアでは、従来から「イニシャルペイメント」が多いが、３千万円以下の契約が多いため、 98年度
は 「イニシャルペイメントのみ」の割合が特に減少している。
商標のみでは、「ランニングロイヤルティ」が多い。
対価支払条件の割合の推移
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11-1. ランニングロイヤルティ(1)
ソフトウェアでは単価建て（実質的には高率のもの）が多いが、これは製品寿命が比較的短いものが
多いため、実施料の早期回収を図っているとみられる。
商標のみでは、権利自体が独占的な商品であるため、高率の料率設定となっている。
これに対し、ハード系技術では、技術の寿命が長いことから、比較的低率の料率設定である。
ランニングロイヤルティ料率の割合の推移
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11-2. ランニングロイヤルティ(2)
技術分類別にみると、「電子計算機」では、ソフトウェアが多いため、単価建て及び８％以上の料率が７割を
占めている。
先端技術の多い「医薬品」では、特に高い料率設定となっている。
商標の多い「外衣」では、比較的高率のものが多い。
技術分類別ランニングロイヤルティ
注)イニシャルペイメントとは
契約発効時に、売上高に関係なく独立的に支払われる実施料。
ランニングロイヤルティとは、
契約製品の売上高に応じて支払われる実施料や、期間あたり実施料。
ミニマムペイメントとは、
ランニングロイヤルティを設定する場合に付加するもので、予定売上高より少い場合でも、最低限の対価を
確保するために設定されるもの。
料率とは、
ランニングロイヤルティを設定する場合に、売上高に応じて支払われる実施料の割合。
単価建てとは、
ランニングロイヤルティを設定する場合に、売上高の金額に関係なく、売上個数に応じて支払われる実施
料。
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12. 契約期間
ハード系技術だけでなく、ソフトウェアでも「特許等期限」の割合が増加しており、ここからも工業所有権戦略
の変化の可能性が表れている。
一方、商標のみでは、短期契約が多いが、これは次回以降の契約で有利な条件設定を図っているとみられ
る。
契約期間の割合の推移
注） 特許等期限とは、
工業所有権の有効期間を契約期間とするもの。
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13. 権利取得
権利（独占権・再実施権）を伴った導入が、ソフトウェアで大きく減少し、件数、割合ともハード系技術と並んでい
る。
これは、ソフトウェアにおいても知的所有権を重視する傾向が進展したことにより、独占権等を伴った導入を行う
ことが難しくなってきたことによるものと思われる。
権利取得件数の推移
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